
地域管理構想の取組に関連する関係各省の制度及び支援制度一覧

土地利用・管理
の

方向性
取組内容 事業名 目的 概要 事業実施主体 補助率

所管府省
局庁・課室

事業URL

中山間地域等直接支
払交付金

中山間地域等では、高齢化の進行に伴う耕作放棄の
増加等により、農業の有する国土の保全、水源のか
ん養等の多面的機能の低下が懸念されるため、農業
者等に中山間地域と平地の農業生産条件の不利を補
正するための交付金を支払うことにより、中山間地
域等の農業生産活 動の維持を図る。

中山間地域等において、地目や傾斜等に応じた交付金を、集落等を単位と
する協定に基づき、５年間以上農業生産活動を継続して行う農業者等に協
定農用地面積に応じて交付する。

農業者の組織する
団体等

定額 農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tyu
san/siharai_seido/

多面的機能支払交付
金

地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域
資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援する。

【農地維持支払】
農業者等による組織が行う、地域共同による農用地、水路、農道等の地域
資源の基礎的な保全管理活動等を支援する。
【資源向上支払】
地域住民を含む組織が行う、地域共同による施設の軽微な補修及び農村環
境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を図る共同活動並びに老朽
化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等の活動を支援
する。

農業者等の組織す
る団体

定額 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kan
ri/tamen_siharai.ht
ml

中山間地域等直接支
払交付金【再掲】

中山間地域等では、高齢化の進行に伴う耕作放棄の
増加等により、農業の有する国土の保全、水源のか
ん養等の多面的機能の低下が懸念されるため、農業
者等に中山間地域と平地の農業生産条件の不利を補
正するための交付金を支払うことにより、中山間地
域等の農業生産活 動の維持を図る。

中山間地域等において、地目や傾斜等に応じた交付金を、集落等を単位と
する協定に基づき、５年間以上農業生産活動を継続して行う農業者等に協
定農用地面積に応じて交付する。

農業者の組織する
団体等

定額 農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tyu
san/siharai_seido/

多面的機能支払交付
金【再掲】

地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域
資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援する。

【農地維持支払】
農業者等による組織が行う、地域共同による農用地、水路、農道等の地域
資源の基礎的な保全管理活動等を支援する。
【資源向上支払】
地域住民を含む組織が行う、地域共同による施設の軽微な補修及び農村環
境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を図る共同活動並びに老朽
化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等の活動を支援
する。

農業者等の組織す
る団体

定額 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kan
ri/tamen_siharai.ht
ml

環境保全効果
の高い農業を
行う（カバー
クロップの作
付け等）

環境保全型農業直接
支払交付金

平成23年度から化学肥料・化学合成農薬を原則5割以
上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生
物多様性保全等に効果の高い営農活動を支援。

農業者の組織する団体等が実施する化学肥料・化学合成農薬を原則５割以
上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果
の高い営農活動を支援。
化学肥料・化学合成農薬を原則5割以上低減する取組と合わせて行う地球
温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動を交付対象の事業・
取組としている。
[全国共通取組] 有機農業、堆肥の施用、カバークロップ、リビングマル
チ、草生栽培、不耕起播種*1、長期中干し、秋耕
[地域特認取組*2] 地域の環境や農業の実態等を踏まえ、都道府県が申請
し、国が承認した、地域を限定した取組。対象取組は都道府県により異な
る。
 *1 前作の畝を利用し、畝の播種部分のみ耕起する専用播種機により播
種を行う取組
 *2「地域特認取組」の例 冬期湛水管理、江の設置

農業者の組織する
団体等

定額 農林水産省生産
局農業環境対策
課環境直接支払
班

https://www.maff.
go.jp/j/seisan/kan
kyo/kakyou_choku
barai/mainp.html

集落営農を行
う

農業経営法人化支援
総合事業のうち農業
経営法人化支援事業

将来にわたって地域の農地を維持管理できるよう、
農地の受け皿となる集落営農等の法人化を支援。

経営相談等をした集落営農等が法人化する取組を支援。
農業経営者サポート事業等による経営相談・診断を活用し、集落営農もし
くは複数の個別経営を法人化した者または法人同士の統合等により新たな
法人を立ち上げた者を対象者としている。

農業者の組織する
団体等

定額 農林水産省経営
局経営政策課組
織経営Ｇ

https://www.maff.
go.jp/j/g_biki/hojy
o/21_01_00_05200
1002.html

農地の貸借を
行う

人・農地プランの実
質化を踏まえた農地
中間管理機構等によ
る担い手への農地集
積・集約化の加速化

担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよ
う農地集積を推進する。

実質化された人・農地プランに位置付けられた担い手への農地集積・集約
化を加速化するため、機構の事業運営、地域等に対する協力金の交付、農
地利用の最適化に向けた農業委員・農地利用最適化推進委員の積極的な活
動を支援する。

個別事業の詳細は
右記URL参照

個別事業
の詳細は
右記URL
参照

農林水産省経営
局農地政策課集
積企画G、集積
業務G

https://www.maff.
go.jp/j/budget/pdf
/r3kettei_pr49.pdf

所有者不明農
地の利活用を
行う

所有者不明農地の利
活用のための制度

担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよ
う農地集積を推進する。

所有者不明農地について、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65
号）等に基づき、担い手による利用促進を図る。

－ － 農林水産省経営
局農地政策課有
効G

https://www.maff.
go.jp/j/keiei/kouka
i/attach/pdf/souzo
kumitouki-6.pdf

・地域管理構想のステップ③におけるフローにおける土地利用・管理手法の方向性の選択肢に応じて想定される具体的な取組内容や、その実施に当たって活用が想定される支
援制度について整理を行った。
・「土地利用・管理の方向性」は地域管理構想のステップ③におけるフローの選択肢に対応している。

従来の使い方
で積極的に維

持・回復 農地の共同管
理を進める

地域の農道等
の共同管理を
進める(外部人
材を含めた多
様な主体を巻
き込んだ取組
に支援を受け
たい場合も含
む）

資料２



土地利用・管理
の

方向性
取組内容 事業名 目的 概要 事業実施主体 補助率

所管府省
局庁・課室

事業URL

中山間地域等直接支
払交付金【再掲】

中山間地域等では、高齢化の進行に伴う耕作放棄の
増加等により、農業の有する国土の保全、水源のか
ん養等の多面的機能の低下が懸念されるため、農業
者等に中山間地域と平地の農業生産条件の不利を補
正するための交付金を支払うことにより、中山間地
域等の農業生産活 動の維持を図る。

中山間地域等において、地目や傾斜等に応じた交付金を、集落等を単位と
する協定に基づき、５年間以上農業生産活動を継続して行う農業者等に協
定農用地面積に応じて交付する。

農業者の組織する
団体等

定額 農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tyu
san/siharai_seido/

農山漁村振興交付金
（最適土地利用対
策）

重要な地域資源である農地について、地域ぐるみの
話合いを通じ、荒廃農地の有効活用や農地の粗放的
な利用を行うモデル的な取組を支援する。

【農地等活用推進事業】
再生可能な荒廃農地を含む地区を対象に、荒廃農地を解消し、地域の特性
を生かした農業の展開や地域資源の付加価値向上に取り組む地区を支援。
【低コスト土地利用支援事業（粗放的農地利用事業）】
再生可能な荒廃農地及び荒廃のおそれのある農地を含む地区を対象に、放
牧、蜜源作物、緑肥作物、省力作物等による粗放的利用に取り組むモデル
地区を支援。
【低コスト土地利用支援事業（生産性検証事業）】
粗放的農地利用事業を実施する地区、既に粗放的利用を実施している地区
又は林地等の非農地が存在する地区を対象に、有事を想定し粗放的利用さ
れている農地の生産性の検証に取り組むモデル地区を支援。

市町村、JA、土地
改良区、地域協議
会、農地中間管理
機構

定額（1/2
以内等）

農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tike
i/houkiti/saitekitoc
hiriyo.html

農業競争力強化農地
整備事業

担い手への農地集積・集約化や、農業の高付加価値
化に取り組む地区等を対象として、農地の整備等を
実施する。

農業の競争力強化に向けて効率的かつ安定的な農業経営を確保するため、
地域農業の展開方向、生産基盤の状況等を踏まえつつ、必要な生産基盤及
び営農環境の整備と経営体の育成を一体的に支援する。

都道府県等 １/２等 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/keii
ku/noutiseibi/

農地中間管理機構関
連農地整備事業

農地中間管理機構が借り入れている農地で、農業者
の申請・同意・費用負担によらず、都道府県が行う
基盤整備を支援する。

農地中間管理機構が借り受けている、まとまりのある農地を対象に区画整
備等を実施する。

都道府県 １/２等 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/keii
ku/noutiseibi/

森林境界を明
確にする

林業・木材産業成長
産業化促進対策交付
金（森林整備地域活
動対策）

意欲と能力のある林業経営体を育成し、木材生産を
通じた持続的な林業経営を確立するため、出荷ロッ
トの大規模化、資源の高度利用を図る施業、路網整
備、高性能林業機械の導入、木材加工流通施設の整
備等、川上から川下までの取組を総合的に支援す
る。

森林経営計画作成促進のための森林情報の収集、合意形成、森林境界の明
確化等の活動を支援。

市町村、市町村調
と締結する協定に
基づき地域活動を
行う者

定額 林野庁森林整備
部 森林利用課

https://www.rinya.
maff.go.jp/j/keikak
u/kouzoukaizen/ko
ufukin.html

森林・山村多面的機
能発揮対策交付金

山村における過疎化・高齢化の進行に伴い、これま
で地域住民や森林所有者等が行ってきた様々な資源
利用を通じて保たれていた水源の涵 養、山地災害の
防止、生活環境の保全、生物多様性の保全等森林の
多面的機能の発揮が難しくなっているといった課題
に対し、山村地域の住民が協力して里山林をはじめ
とする地域の森林の保全管理やこれら森林資源の利
活用を実施していく体制を整えることにより、森林
の多面的機能を維持発揮させていくととも に、山村
の振興を図る。

森林の多面的機能の発揮を図るとともに山村地域のコミュニティを維持・
活性化させるため、地域住民等による森林の保全管理活動等の取組を支
援。

地域協議会等（地
域協議会から保全
活動を行う活動組
織に対し、交付金
を交付）

定額、
1/2、1/3
以内
上限額：
１活動組
織当たり
500万円/
年

林野庁森林整備
部森林利用課

https://www.rinya.
maff.go.jp/j/sanso
n/tamenteki.html

森林整備事業（森林
環境保全直接支援事
業、特定森林再生事
業）

森林施業の集約化や路網整備を通じて施業の低コス
ト化を図りつつ森林整備を計画的に推進するととも
に、生物多様性の保全等に資する森林整備を推進す
ることにより、森林の有する多面的機能の維持・増
進を図り、もって森林環境の保全に資するものとす
る。

利用期を迎えつつある森林資源や、自助努力によっては適切な森林の造成
が期待できないが災害の防止や生物の多様性の保全等の観点か成林させる
ことが必要な林地等について、人工造林等の取組に関し支援を行う。
・人工造林
・樹下植栽等

個別事業の詳細は
右記URL参照

個別事業
の詳細は
右記URL
参照

林野庁森林整備
部整備課造林間
伐対策室造林間
伐企画班

https://www.rinya.
maff.go.jp/j/seibi/
sinrin_seibi/index.
html

(農地としての
利用を維持す
るための）鳥
獣対策を行う

鳥獣被害防止総合対
策交付金

野生鳥獣被害の深刻化・広域化に対応するため、地
域関係者が一体となった被害対策の取組や、ジビエ
利用拡大に向けた取組を支援する。

市町村が作成した「被害防止計画」に基づく取組等を総合的に支援する。
・侵入防止柵(再編整備含む)、ジビエ処理加工施設(保冷車等含む)、焼却
施設、捕獲技術高度化施設の整備等※〔1/2以内、侵入防止柵の資材費の
み交付対象とする場合は定額支援〕
・地域ぐるみの被害防止活動、ジビエ利用拡大の取組、スマート捕獲、捕
獲現場及びジビエ処理加工現場でのOJT研修を支援〔1/2以内、取組状況
に応じた限度額内で定額支援〕
・都道府県が実施する広域捕獲活動、新技術実証活動等を支援〔2,300万
円以内を定額支援〕
・捕獲活動経費の直接支援〔獣種やジビエ利用の有無に応じた上限単価以
内で定額支援〕
・未利用部位等のペットフード等への活用に向けた新規用途調査等〔定
額〕
・ジビエの全国的な需要拡大のため、プロモーション等への取組を支援
〔定額〕
等

都道府県、地域協
議会、民間団体等

定額（1/2
以内等）

農林水産省農村
振興局農村政策
部
鳥獣対策・農村
環境課鳥獣対策
室

https://www.maff.
go.jp/j/seisan/tyoz
yu/higai/yosan/yo
san.html

荒廃農地の再
生利用を行う

圃場整備を行
う

森林整備をす
る



土地利用・管理
の

方向性
取組内容 事業名 目的 概要 事業実施主体 補助率

所管府省
局庁・課室

事業URL

農地の貸借を
行う

人・農地プランの実
質化を踏まえた農地
中間管理機構等によ
る担い手への農地集
積・集約化の加速化
【再掲】

担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよ
う農地集積を推進する。

実質化された人・農地プランに位置付けられた担い手への農地集積・集約
化を加速化するため、機構の事業運営、地域等に対する協力金の交付、農
地利用の最適化に向けた農業委員・農地利用最適化推進委員の積極的な活
動を支援する。

個別事業の詳細は
右記URL参照

個別事業
の詳細は
右記URL
参照

農林水産省経営
局農地政策課集
積企画G、集積
業務G

https://www.maff.
go.jp/j/budget/pdf
/r3kettei_pr49.pdf

蜜源作物や緑
肥作物を植え
たり、放牧を
行う

農山漁村振興交付金
（最適土地利用対
策）【再掲】

重要な地域資源である農地について、地域ぐるみの
話合いを通じ、荒廃農地の有効活用や農地の粗放的
な利用を行うモデル的な取組を支援する。

【農地等活用推進事業】
再生可能な荒廃農地を含む地区を対象に、荒廃農地を解消し、地域の特性
を生かした農業の展開や地域資源の付加価値向上に取り組む地区を支援。
【低コスト土地利用支援事業（粗放的農地利用事業）】
再生可能な荒廃農地及び荒廃のおそれのある農地を含む地区を対象に、放
牧、蜜源作物、緑肥作物、省力作物等による粗放的利用に取り組むモデル
地区を支援。
【低コスト土地利用支援事業（生産性検証事業）】
粗放的農地利用事業を実施する地区、既に粗放的利用を実施している地区
又は林地等の非農地が存在する地区を対象に、有事を想定し粗放的利用さ
れている農地の生産性の検証に取り組むモデル地区を支援。

市町村、JA、土地
改良区、地域協議
会、農地中間管理
機構

定額（1/2
以内等）

農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tike
i/houkiti/saitekitoc
hiriyo.html

６次産業化の
取組を行う

６次産業化の推進 農山漁村の所得や雇用の増大を図るため、農林漁業
者と多様な事業者が連携して行う６次産業化の取組
等を支援する。

農山漁村の所得や雇用の増大を図るため、農林漁業者と多様な事業者が連
携して行う地域資源を活用した新商品開発や販路開拓の取組、加工・販売
施設等の整備の取組等を支援する。
【６次産業化サポート事業】
６次産業化サポートセンターによる農林漁業者等の育成、外食・中食等に
おける国産食材の活用を支援するとともに、６次産業化の優良事例の表彰
等を通じた普及啓発を行う。
・事業実施主体：都道府県、民間団体等
・補助率：定額、委託

（概要欄を参照） （概要欄
を参照）

農林水産省食料
産業局産業連携
課

https://www.maff.
go.jp/j/shokusan/s
anki/6jika.html

【食料産業・６次産業化交付金のうち６次産業化関係について】
①６次産業化推進体制整備事業：定額
②６次産業化推進支援事業：1/3以内（農福連携の発展の取組、市町村戦
略に基づく取組は1/2以内)
③６次産業化施設整備事業
(3/10以内中山間地農業ルネッサンス事業実施要綱に定める地域別農業振
興計画に基づく取組、市町村の６次産業化等に関する戦略に基づく取組又
は六次産業化・地産地消法等の認定を受けた日から２年以内に障害者等を
雇用する取組は1/2以内）
（上限額１億円）
・事業実施主体：①都道府県、市町村
        ②農林漁業者等、市町村、民間団体等
        ③農林漁業者の組織する団体、中小企業者等

農泊の取組を
行う

農山漁村振興交付金
（農泊推進対策）

農泊を通じた農山漁村の活性化と所得向上を図るた
め、地域における農泊実施体制の構築、観光コンテ
ンツの磨き上げ、多言語対応等の利便性向上、滞在
施設等の整備等を一体的に支援。

【農泊推進事業】
農泊の推進体制構築や魅力ある観光コンテンツの開発、新たな取組に必要
な人材の確保、インバウンド受入環境の整備、多言語対応、地元食材・景
観等を活用した高付加価値コンテンツ開発、農家民泊から農家民宿への転
換等を支援
【施設整備事業】
・古民家等を活用した滞在施設や一棟貸し施設、体験・交流施設など、農
泊を推進するために必要となる施設の整備を支援（市町村・中核法人実施
型）
・地域内で営まれている個別の宿泊施設の改修を支援（農家民泊経営者等
実施型）
・活性化計画に基づき農泊に取り組む地域への集客力を高めるための農産
物販売施設等の整備を支援（活性化計画に基づく事業）

地域協議会、農業
協同組合、NPO法
人、市町村、地域
協議会の中核とな
る法人 等

定額、1/2 農林水産省農村
振興局農村政策
部
都市農村交流課
農泊推進室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kou
ryu/nouhakusuishi
n/nouhaku_top.ht
ml

農業関係施設
（用水路等）
の多面的機能
をまちづくり
に活用する

多面的機能支払交付
金【再掲】

地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域
資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援する。

【農地維持支払】
農業者等による組織が行う、地域共同による農用地、水路、農道等の地域
資源の基礎的な保全管理活動等を支援する。
【資源向上支払】
地域住民を含む組織が行う、地域共同による施設の軽微な補修及び農村環
境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を図る共同活動並びに老朽
化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等の活動を支援
する。

農業者等の組織す
る団体

定額 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kan
ri/tamen_siharai.ht
ml

従来の用途を
踏まえた用途
の追加やアレ
ンジ



土地利用・管理
の

方向性
取組内容 事業名 目的 概要 事業実施主体 補助率

所管府省
局庁・課室

事業URL

中山間地域等直接支
払交付金【再掲】

中山間地域等では、高齢化の進行に伴う耕作放棄の
増加等により、農業の有する国土の保全、水源のか
ん養等の多面的機能の低下が懸念されるため、農業
者等に中山間地域と平地の農業生産条件の不利を補
正するための交付金を支払うことにより、中山間地
域等の農業生産活 動の維持を図る。

中山間地域等において、地目や傾斜等に応じた交付金を、集落等を単位と
する協定に基づき、５年間以上農業生産活動を継続して行う農業者等に協
定農用地面積に応じて交付する。

農業者の組織する
団体等

定額 農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tyu
san/siharai_seido/

農山漁村振興交付金
（最適土地利用対
策）【再掲】

重要な地域資源である農地について、地域ぐるみの
話合いを通じ、荒廃農地の有効活用や農地の粗放的
な利用を行うモデル的な取組を支援する。

【農地等活用推進事業】
再生可能な荒廃農地を含む地区を対象に、荒廃農地を解消し、地域の特性
を生かした農業の展開や地域資源の付加価値向上に取り組む地区を支援。
【低コスト土地利用支援事業（粗放的農地利用事業）】
再生可能な荒廃農地及び荒廃のおそれのある農地を含む地区を対象に、放
牧、蜜源作物、緑肥作物、省力作物等による粗放的利用に取り組むモデル
地区を支援。
【低コスト土地利用支援事業（生産性検証事業）】
粗放的農地利用事業を実施する地区、既に粗放的利用を実施している地区
又は林地等の非農地が存在する地区を対象に、有事を想定し粗放的利用さ
れている農地の生産性の検証に取り組むモデル地区を支援。

市町村、JA、土地
改良区、地域協議
会、農地中間管理
機構

定額（1/2
以内等）

農林水産省農村
振興局農村政策
部
地域振興課中山
間地域・日本型
直接支払室

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/tike
i/houkiti/saitekitoc
hiriyo.html

（早生樹に転
換するなど）
森林に植樹を
する

森林整備事業（森林
環境保全直接支援事
業、特定森林再生事
業）【再掲】

森林施業の集約化や路網整備を通じて施業の低コス
ト化を図りつつ森林整備を計画的に推進するととも
に、生物多様性の保全等に資する森林整備を推進す
ることにより、森林の有する多面的機能の維持・増
進を図り、もって森林環境の保全に資するものとす
る。

利用期を迎えつつある森林資源や、自助努力によっては適切な森林の造成
が期待できないが災害の防止や生物の多様性の保全等の観点か成林させる
ことが必要な林地等について、人工造林等の取組に関し支援を行う。
・人工造林
・樹下植栽等

個別事業の詳細は
右記URL参照

個別事業
の詳細は
右記URL
参照

農林水産省森林
整備部整備課造
林間伐対策室造
林間伐企画班

https://www.rinya.
maff.go.jp/j/seibi/
sinrin_seibi/index.
html

空家を使って
取組を行う

空き家再生等推進事
業＜活用事業タイプ
＞

空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域
活性化を阻害している区域において、居住環境の整
備改善及び地域の活性化に資するために、不良住
宅、空き家住宅又は空き建築物の除却及び空き家住
宅又は空き建築物の活用を行う。

空き家住宅及び空き建築物を、居住環境の整備改善及び地域の活性化に資
する滞在体験施設、交流施設、体験学習施設、創作活動施設、文化施設等
の用途に供するため、当該住宅等の取得（用地費を除く。）、移転、増
築、改築等を行う。

地方公共団体、民
間団体等

1/2 国土交通省住宅
局住宅総合整備
課住環境整備室

https://www.mlit.g
o.jp/jutakukentiku/
house/jutakukentik
u_house_tk3_0000
11.html

遊水地や農業
用水等を自然
環境創出に活
用する

多面的機能支払交付
金【再掲】

地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域
資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援する。

【農地維持支払】
農業者等による組織が行う、地域共同による農用地、水路、農道等の地域
資源の基礎的な保全管理活動等を支援する。
【資源向上支払】
地域住民を含む組織が行う、地域共同による施設の軽微な補修及び農村環
境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を図る共同活動並びに老朽
化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等の活動を支援
する。

農業者等の組織す
る団体

定額 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kan
ri/tamen_siharai.ht
ml

再生可能エネ
ルギーに活用
する（バイオ
マス資源の活
用など）

食料産業・6次産業化
交付金
（バイオマス利活用
高度化の推進事業）

バイオマス利活用施設の導入に向けて、事業性の評
価や設計等を支援。

バイオマス利活用の高度化に向け、食料産業・６次産業化交付金により、
調査（バイオマス利活用施設の導入可能性の有無）、基本設計（施設導入
にあたり必要となる基本的な設計）、実施設計（施設整備にあたり必要と
なる実施設計）、協議・手続（関係者との協議や各種手続）等に関する支
援を行う。

民間団体等 1/2 農林水産省食料
産業局バイオマ
ス循環資源課

https://www.maff.
go.jp/j/shokusan/
biomass/baio_yosa
n.html

ため池などを
防災に活用す
る

農村地域防災減災事
業

総合的な防災・減災対策を実施することにより、農
業生産の維持、農業経営の安定及び地域住民の暮ら
しの安全の確保を図り、もって災害に強い農村づく
りを推進する。

地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るた
めの総合的な防災・減災対策を実施。
【ため池の管理体制の強化（防災環境整備事業）】
ため池の状況を速やかに把握するための水位計等の管理施設の整備、代替
水源の整備を伴うため池の統廃合について定額助成で支援する。
（水位計等の管理施設の整備は令和２年度まで）

都道府県等 定額 農林水産省農村
振興局整備部防
災課防災班

https://www.maff.
go.jp/j/g_biki/hojy
o/02/07/200_0705.
html

荒廃農地の再
生利用を行う



土地利用・管理
の

方向性
取組内容 事業名 目的 概要 事業実施主体 補助率

所管府省
局庁・課室

事業URL

所有者不明土
地を円滑に利
用する

地域福利増進事業に
係る特例措置

所有者不明土地の円滑な利活用により、地域住民そ
の他の者の共同の福祉又は利便の増進を図る。

地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進を図るために行われる事
業（※）について、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法
（平成三十年法律第四十九号）に基づき、都道府県知事の裁定により最長
10年間の所有者不明土地の使用権を設定することで、所有者不明土地の
円滑な利用による事業の実施を可能とする。
（※）公園、広場、購買施設等の整備に関する事業
【所有者不明土地法の円滑な運用に向けた先進事例構築推進調査（モデル
調査）】
・所有者不明土地対策に関し、地方公共団体や ＮＰＯ、民間事業者等が
単独もしくは連携して行っている先進的な取組に対し、国がその実施に要
する費用の一部を国の直轄調査を通じて支援。（１地区あたり300 万円
（税込み）を上限）
【地域福利増進事業に係る税制特例措置】
・地域福利増進事業を実施する者に土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得
に係る所得税・法人税等の税率を20％から14％に軽減。（～令和４年12
月31日）
・地域福利増進事業の用に供する一定の土地及び償却資産に係る固定資産
税等の課税標準を５年間２/３に軽減。（～令和５年３月31日）

ＮＰＯ、民間事業
者、地方公共団体
等

- 国土交通省不動
産・建設経済局
土地政策課

03-5253-8292

空き地を公
園・緑地等と
して整備する

都市公園事業 安全で快適な緑豊かな都市環境の形成を推進し、豊
かな国民生活の実現等を図るものである。

都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項第１号に規定する都
市公園、農山漁村地域の生活環境の向上に資する特定地区公園（カント
リーパーク）の整備等を行う。

地方公共団体 1/3、1/2 国土交通省都市
局公園緑地景観
課

土地利用を転
換し、再生可
能エネルギー
発電等を行う

地域資源活用展開支
援事業

未利用資源の再生可能エネルギー利用に向けて、相
談・出前指導や、地域が主体となった再エネ導入体
制の構築、先進的な事例やノウハウを体系化する取
組等を支援。

【新規開拓型】
農山漁村の地域循環資源を再生可能エネルギー等としての利用について、
課題を抱え取組が進まない地方公共団体や農林漁業者等に対し、専門家に
よる相談対応・アドバイス・出前指導等を支援する。
【発展サポート型】
農山漁村の地域循環資源を再生可能エネルギー等として活用したい地域が
主体となった、地産地消型や地域新電力連携による再エネ導入の体制構築
に向け、地域の活動実態調査、関連事業者とのマッチング、検討会を通じ
た取組を支援する。
【先進情報バンク活用型】
バイオマス産業都市における先進的な取組を有効活用するため、取組を分
析し、活用可能なノウハウとして体系化するなど、他地域での導入が容易
な環境整備を支援する。

民間団体等 定額 農林水産省食料
産業局バイオマ
ス循環資源課

http://www.maff.g
o.jp/j/shokusan/re
newable/energy/at
tach/pdf/yosan-
58.pdf

遊休公共施設
の活用等によ
り、複数の生
活サービスを
集約した小さ
な拠点を形成
する

「小さな拠点」を核
とした「ふるさと集
落生活圏」形成推進
事業（集落活性化推
進事業費補助金）

人口減少や高齢化が先行・加速する地方の条件不利
地域において、公益サービス、生活サービス、地域
活動等の維持確保を図るため、必要となる既存の施
設を活用した施設整備等に所要の補助を行い、もっ
て地方における集落の活性化に資することを目的と
する。

モデル的な小さな拠点の形成を図る観点から、一定規模以上の集落圏等に
おいて、以下を行うための既存施設の改修等に対して補助。
・生活機能の再編・集約
・テレワークスペース等の整備
・既存の小さな拠点における換気設備、自動水栓等
過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域（都市計画区域等の一定の
地域を除く。）を対象地域とする。

市町村、NPO法人
等

市町村１
／２以
内、NPO
法人等１
／３以内

国土交通省国土
政局地方振興課

https://www.mlit.g
o.jp/kokudoseisak
u/chisei/crd_chisei
_tk_000021.html

地域で自然環
境の保全・再
生を行う（ビ
オトープの創
出等を含む）

生物多様性保全推進
支援事業

地域における生物多様性の保全再生に資する取組等
に対し、必要な経費を国が交付することにより、地
域の自然特性に応じた、地域における生物多様性の
保全再生に資する活動を支援し、もって自然共生社
会づくりの推進を図る。

生態系ネットワークの構築等を図り、もって自然共生社会づくりを推進す
る。地域における生物多様性の保全再生に資する活動等（下記のいずれか
に該当するもの）に対し活動等に必要な経費を交付。
①特定外来生物防除対策、②重要生物多様性保護地域保全再生、③広域連
携生態系ネットワーク構築、④地域民間連携促進活動、⑤国内希少野生動
植物種保全、⑥国内希少野生動植物種保全、⑦特定外来生物早期防除計画
策定

都道府県、地域協
議会、民間団体等

定額（1/2
以内等）

環境省自然環境
局自然環境計画
課生物多様性主
流化室

http://www.biodic.
go.jp/biodiversity/
activity/local_gov/
hozen/index.html

問題のある空
家に対応する

空き家再生等推進事
業

空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、又は地域
活性化を阻害している区域において、居住環境の整
備改善及び地域の活性化に資するために、不良住
宅、空き家住宅又は空き建築物の除却及び空き家住
宅又は空き建築物の活用を行う。

居住環境の整備改善を図るため、不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の
除却を行う地方公共団体の取組を支援する。

地方公共団体、民
間団体等

1/2 国土交通省住宅
局住宅総合整備
課住環境整備室

https://www.mlit.g
o.jp/jutakukentiku/
house/jutakukentik
u_house_tk3_0000
11.html

（周辺の土地
に悪影響を与
えないため
の）鳥獣害対
策を行う

鳥獣被害防止総合対
策交付金【再掲】

野生鳥獣被害の深刻化・広域化に対応するため、地
域関係者が一体となった被害対策の取組や、ジビエ
利用拡大に向けた取組を支援する。

市町村が作成した「被害防止計画」に基づく取組等を総合的に支援する。
・侵入防止柵(再編整備含む)、ジビエ処理加工施設(保冷車等含む)、焼却
施設、捕獲技術高度化施設の整備等※〔1/2以内、侵入防止柵の資材費の
み交付対象とする場合は定額支援〕
・地域ぐるみの被害防止活動、ジビエ利用拡大の取組、スマート捕獲、捕
獲現場及びジビエ処理加工現場でのOJT研修を支援〔1/2以内、取組状況
に応じた限度額内で定額支援〕
・都道府県が実施する広域捕獲活動、新技術実証活動等を支援〔2,300万
円以内を定額支援〕
・捕獲活動経費の直接支援〔獣種やジビエ利用の有無に応じた上限単価以
内で定額支援〕
・未利用部位等のペットフード等への活用に向けた新規用途調査等〔定
額〕
・ジビエの全国的な需要拡大のため、プロモーション等への取組を支援
〔定額〕
等

都道府県、地域協
議会、民間団体等

定額（1/2
以内等）

農林水産省農村
振興局農村政策
部
鳥獣対策・農村
環境課鳥獣対策
室

https://www.maff.
go.jp/j/seisan/tyoz
yu/higai/yosan/yo
san.html

草刈りを行う

多面的機能支払交付
金【再掲】

地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域
資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援する。

【農地維持支払】
農業者等による組織が行う、地域共同による農用地、水路、農道等の地域
資源の基礎的な保全管理活動等を支援する。
【資源向上支払】
地域住民を含む組織が行う、地域共同による施設の軽微な補修及び農村環
境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を図る共同活動並びに老朽
化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等の活動を支援
する。

農業者等の組織す
る団体

定額 農林水産省農村
振興局整備部農
地資源課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kan
ri/tamen_siharai.ht
ml

新たな用途を
見いだし土地
利用転換

手のかからな
い方法で管理



土地利用・管理
の

方向性
取組内容 事業名 目的 概要 事業実施主体 補助率

所管府省
局庁・課室

事業URL

地域外からの
移住を促進す
る

既存住宅活用農村地
域等移住促進事業に
係る特例措置

農山村地域等における、農地付き空き家等を活用し
た移住促進の取組を支援するために、その取引の円
滑化を図る。

市町村が策定する既存住宅地域等移住促進事業計画（地域再生法第第 17
条の 54 ）に基づき、農地付き空き家の取得等に係る以下の特例措置を適
用。「農地付き空き家」等の情報提供・取得の円滑化により地方移住を促
進する。
・農地等の権利取得に係る特例：移住者による特定区域内の農地等の権利
取得について、農地法第３条による許可要件の下限面積（原則50a（北海
道は2ha））の引き下げ円滑化
・既存住宅の取得等に係る特例：移住者による促進区域内の既存住宅の取
得等の円滑化

市町村 - 内閣府地方創生
推進事務局 地
域再生担当

https://www.chiso
u.go.jp/tiiki/tiikisai
sei/nouchitukiakiy
a.html

地域運営組織
など取組を行
う組織を立ち
上げる

小さな拠点の形成に
資する事業を行う株
式会社に対する特例
措置

人口減少や雇用状況の特に厳しい中山間地域等で、
雇用創出や生活サービスの提供を行う株式会社に対
する投資について、税制上の優遇措置を講じること
により、地域運営組織の法人化を促進する。

地方公共団体が策定する地域再生計画に基づき、中山間地域等における雇
用創出や生活サービス の提供を行う株式会社に対し、個人が出資した場
合、「対象企業への出資額-2,000円」を総所得額から控除する特例措置。
（適用期限：令和４年３月31日）

民間団体等 - 内閣府地方創生
推進事務局 地
域再生担当

https://www.cao.g
o.jp/regional_mana
gement/effort/sup
port/zeisei/index.h
tml

農山漁村振興交付金
（地域活性化対策の
うち活動計画策定事
業）

農山漁村の自立及び維持発展に向けて、地域住民が
生き生きと暮らしていける環境の創出を行うための
きっかけをつくり、農山漁村について広く知っても
らうことを目的として、農山漁村の活性化を推進し
ます。

【活動計画策定事業】
・農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した地域の創意工夫による地域活
性化のための活動計画策定をアドバイザーを活用したワークショップの開
催等により支援。
・活動計画に掲げられた取組を実施するための体制構築、実証活動及び専
門的スキルの活用等を支援。

市町村を構成員に
含む地域協議会

定額 農林水産省農村
振興局農村政策
部都市農村交流
課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/sou
mu/yosan/R2_hojy
o/attach/pdf/index
-19.pdf

農山漁村振興交付金
（地域活性化対策の
うち農山漁村地域づ
くり事業体形成支援
事業）

農山漁村の自立及び維持発展に向けて、地域住民が
生き生きと暮らしていける環境の創出を行うための
きっかけをつくる等を目的として、農山漁村の活性
化を推進します。

【農山漁村地域づくり事業体形成支援事業】
・農山漁村の過疎地域における生業・暮らしを収益性のある事業により持
続的に支えていくため、農林漁業の振興とともに、それを支える買い物・
子育て・文化・集い等による地域のコミュニティの維持に資するサービス
の提供や地域内外の若者等の呼び込みを行う事業体の形成等を支援。

市町村を構成員に
含む地域協議会

定額、1/2 農林水産省農村
振興局農村政策
部地域振興課

https://www.maff.
go.jp/j/nousin/kou
ryu/attach/pdf/r3_
yosan_pr.pdf

森林の管理の
状況について
市町村に相談
する

森林経営管理制度 経営や管理が適切に行われていない森林について、
適切な経営や管理の確保を図るため、市町村が仲介
役となり森林所有者と意欲と能力のある林業経営者
をつなぐシステムを構築。

市町村が経営管理が行われていない森林を中心に森林所有者の意向を確認
後、市町村が経営管理の委託を受けることが必要かつ適当と判断した場合
に、森林所有者の委託を受ける、あるいは、林業経営者に再委託を行う等
により森林の経営管理を実施する制度。

－ － 林野庁森林整備
部森林利用課

https://www.rinya.
maff.go.jp/j/keikak
u/keieikanri/sinrin
keieikanriseido.ht
ml

全般

地域運営組織
など取組を行
う組織を立ち
上げる


